
国 都 政 第 ７ ０ 号

平成２６年２月１９日

東京都立大学名誉教授

工学博士 今 田 徹 あて

国土交通大臣

太 田 昭 宏

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第２０条の規定に基づく意見

聴取について（依頼）

平成２５年１１月８日付けで大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第１４条の

規定に基づき使用認可の申請がありました下記事業に関し、別紙の事項についてご意見

を賜りますようご依頼申し上げます。

記

１．事業者の名称

国土交通大臣（関東地方整備局長）

東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

２．事業の種類

国土交通大臣及び中日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道中央自動車道富士吉田線（三鷹市東京都世田谷区間）に関す

る事業及びこれに伴う付随工事

国土交通大臣及び東日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道関越自動車道新潟線（三鷹市東京都練馬区間）に関する事業

及びこれに伴う付随工事

以上



別紙

１．ご意見を頂きたい事項について

・大深度地下使用技術指針・同解説」（平成13年6月：国土交通省）の適用

当該事業の使用認可申請における事業計画は、「大深度地下使用技術指針・同解

説」（以下、「技術指針」という。）に基づき作成されている。一方、技術指針の適

用範囲は、「大深度地下施設としてトンネル径15m 以内の単円シールドトンネルを

対象とする」と規定されている。

当該事業のシールドトンネルの規模はそれより大きいものの、事業計画において、

技術指針を当該事業に適用しても問題ないとしていることについて、どの様にお考

えか、大深度地下利用技術検討委員会（平成10～11年度）の委員長をされていた立

場からお答え下さい。

２．ご意見の回答方法について

国土交通大臣宛、書面にて賜りますようお願いいたします。

３．添付資料

・使用認可申請書及び別添書類

・「大深度地下使用技術指針・同解説」（平成13年6月：国土交通省）

４．回答の送付先等

国土交通省都市局都市政策課

〒１００-８９１８

東京都千代田区霞が関２－１－３

０３－５２５３－８１１１（内線３２２６３）





国 都 政 第 ７ ０ 号

平成２６年２月１９日

一般社団法人日本トンネル技術協会

専務理事 水 谷 敏 則 あて

国土交通大臣

太 田 昭 宏

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第２０条の規定に基づく意見

聴取について（依頼）

平成２５年１１月８日付けで大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第１４条の

規定に基づき使用認可の申請がありました下記事業に関し、別紙の事項についてご意見

を賜りますようご依頼申し上げます。

記

１．事業者の名称

国土交通大臣（関東地方整備局長）

東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

２．事業の種類

国土交通大臣及び中日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道中央自動車道富士吉田線（三鷹市東京都世田谷区間）に関す

る事業及びこれに伴う付随工事

国土交通大臣及び東日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道関越自動車道新潟線（三鷹市東京都練馬区間）に関する事業

及びこれに伴う付随工事

以上



別紙

１．ご意見を頂きたい事項について

１）「大深度地下使用技術指針・同解説」（平成13年6月：国土交通省）の適用

当該事業の使用認可申請における事業計画は、「大深度地下使用技術指針・同解

説」（以下、「技術指針」という。）に基づき作成されている。一方、技術指針の適

用範囲は、「大深度地下施設としてトンネル径15m 以内の単円シールドトンネルを

対象とする」と規定されている。

当該事業のシールドトンネルの規模はそれより大きいものの、事業計画において、

技術指針を当該事業に適用しても問題ないとしていることについて、どの様にお考

えか、大深度地下利用技術検討委員会（平成10～11年度）の副委員長をされていた

立場からお答え下さい。

２）「シールドトンネル設計・施工指針」（平成21年2月：(社)日本道路協会）の適用

当該事業の使用認可申請における事業計画は、「シールドトンネル設計・施工指

針」（以下、「設計・施工指針」という。）に基づき作成されている。一方、設計・

施工指針の適用範囲は、「通常のシールド工法により建設する２車線道路トンネル

に主として適用する」と規定されている。

当該事業のシールドトンネルの規模はそれより大きいものの、事業計画において、

設計・施工指針を当該事業に適用しても問題ないとしていることについて、どの様

にお考えか、トンネル委員会（(社)日本道路協会）の委員長をされていた立場から

お答え下さい。

２．ご意見の回答方法について

国土交通大臣宛、書面にて賜りますようお願いいたします。

３．添付資料

・使用認可申請書及び別添書類

・「大深度地下使用技術指針・同解説」（平成13年6月：国土交通省）

４．回答の送付先等

国土交通省都市局都市政策課

〒１００-８９１８

東京都千代田区霞が関２－１－３

０３－５２５３－８１１１（内線３２２６３）









国 都 政 第 ７ ０ 号

平成２６年２月１９日

独立行政法人土木研究所

道路技術研究グループ長 真下 英人 あて

国土交通大臣

太 田 昭 宏

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第２０条の規定に基づく意見

聴取について（依頼）

平成２５年１１月８日付けで大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第１４条の

規定に基づき使用認可の申請がありました下記事業に関し、別紙の事項についてご意見

を賜りますようご依頼申し上げます。

記

１．事業者の名称

国土交通大臣（関東地方整備局長）

東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

２．事業の種類

国土交通大臣及び中日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道中央自動車道富士吉田線（三鷹市東京都世田谷区間）に関す

る事業及びこれに伴う付随工事

国土交通大臣及び東日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道関越自動車道新潟線（三鷹市東京都練馬区間）に関する事業

及びこれに伴う付随工事

以上



別紙

１．ご意見を頂きたい事項について

１）「大深度地下使用技術指針・同解説」（平成13年6月：国土交通省）の適用

当該事業の使用認可申請における事業計画は、「大深度地下使用技術指針・同解

説」（以下、「技術指針」という。）に基づき作成されている。一方、技術指針の適

用範囲は、「大深度地下施設としてトンネル径15m 以内の単円シールドトンネルを

対象とする」と規定されている。

当該事業のシールドトンネルの規模はそれより大きいものの、事業計画において、

技術指針を当該事業に適用しても問題ないとしていることについて、どの様にお考

えか、大深度地下利用技術検討委員会（平成10～11年度）の委員をされていた立場

からお答え下さい。

２）「シールドトンネル設計・施工指針」（平成21年2月：(社)日本道路協会）の適用

当該事業の使用認可申請における事業計画は、「シールドトンネル設計・施工指

針」（以下、「設計・施工指針」という。）に基づき作成されている。一方、設計・

施工指針の適用範囲は、「通常のシールド工法により建設する２車線道路トンネル

に主として適用する」と規定されている。

当該事業のシールドトンネルの規模はそれより大きいものの、事業計画において、

設計・施工指針を当該事業に適用しても問題ないとしていることについて、どの様

にお考えか、トンネル委員会及びシールドトンネル設計・施工分科会（(社)日本道

路協会）の委員をされていた立場からお答え下さい。

２．ご意見の回答方法について

国土交通大臣宛、書面にて賜りますようお願いいたします。

３．添付資料

・使用認可申請書及び別添書類

・「大深度地下使用技術指針・同解説」（平成13年6月：国土交通省）

４．回答の送付先等

国土交通省都市局都市政策課

〒１００-８９１８

東京都千代田区霞が関２－１－３

０３－５２５３－８１１１（内線３２２６３）





国 都 政 第 ７ ０ 号

平成２６年２月１９日

関西大学特任教授

大 西 有 三 あて

茨城工業高等専門学校長

日 下 部 治 あて

長岡技術科学大学環境・建設系教授

学長特任補佐 杉 本 光 隆 あて

国土交通大臣

太 田 昭 宏

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第２０条の規定に基づく意見

聴取について（依頼）

平成２５年１１月８日付けで大深度地下の公共的使用に関する特別措置法第１４条の

規定に基づき使用認可の申請がありました下記事業に関し、別紙の事項についてご意見

を賜りますようご依頼申し上げます。

記

１．事業者の名称

国土交通大臣（関東地方整備局長）

東日本高速道路株式会社

中日本高速道路株式会社

２．事業の種類

国土交通大臣及び中日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道中央自動車道富士吉田線（三鷹市東京都世田谷区間）に関す

る事業及びこれに伴う付随工事

国土交通大臣及び東日本高速道路株式会社の施行に係る部分

高速自動車国道関越自動車道新潟線（三鷹市東京都練馬区間）に関する事業

及びこれに伴う付随工事

以上



別紙

１．ご意見を頂きたい事項について

１）大深度地下の特定について

①大深度地下を特定するための地盤調査としての手法（既存資料調査、ボーリング

調査、微動アレー探査等）及び調査密度等の妥当性について、どのようにお考え

ですか。

②地盤調査結果からの支持地盤の特定の方法及び周辺建築物等の支持地盤の確認方

法の妥当性について、どのようにお考えですか。

③大深度地下の深さの特定における安全幅の考え方の妥当性について、どのように

お考えですか。

２）地下水への影響ついて

当該事業の地下水への影響（地下水・水圧低下による取水障害、地盤沈下、流動

阻害、水質）について、地下水の調査や影響予測・評価への疑義（調査不足、トン

ネルへの漏水や水みち発生の可能性、地下水の分断・枯渇などの可能性）等の意見

がありますが、事業者が実施した地下水の調査、影響予測及び評価について、どの

ようにお考えですか。

３）施設設置による地盤変位について

当該事業のトンネル施工による地盤変位について、地盤沈下による家屋の損傷の

可能性やトンネルの経年劣化等による耐久性への疑義等の意見があります。事業者

が実施した地盤変位の影響予測及び評価について、どのようにお考えですか。

２．ご意見の回答方法について

下記の意見聴取の場に出席し、ご意見をいただきたく存じます。

日時：平成２６年３月６日（木）10:00～

場所：国土交通省６階 都市局局議室

３．添付資料

・使用認可申請書及び別添書類

４．回答の送付先等

国土交通省都市局都市政策課

〒１００-８９１８

東京都千代田区霞が関２－１－３

０３－５２５３－８１１１（内線３２２６３）




















